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第17回通常総会 9月 15日 (土)無事開催
猛暑 集中豪雨 台風 地震…相次ぐ災害が日常化したような厳しい夏でしたが、会員
の皆さん、安全管理と健康管理、大丈夫だったでしょうか ? 総会も開催できるだろうか
と年々不安になりますが、委任状投函による出席者は 111名。当日会場へ足を運んでい
ただいた実出席者 22名。今年も無事に通常総会が成立しました。
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2015年、終戦70周年の節目の年にスピオリ島方面の約 120柱の遺骨帰還が中断され、
日本とインドネシアニ国間で締結されていた『遺骨収容と帰還に関する覚書協定』も失効

して、早くも3年が経過します。再締結までは現地へ調査に行くこともできません。 2年

前の戦史館だよりでは「覚書再締結協議大詰め…」「ビアク市職員幹部18名が戦史館訪問

見学…」などつい期待を込めてお伝えしてきたので、会員の皆さんはまるでオオカミ少年

の言葉のように聞こえたことでしょう。その後の外交交渉は進展したのでしょうか ?

今年はインドネシアとの国交樹立60周年の節目の年、何とかしてもらいたいですよね。

総会の前日、厚労省の吉田事業課長からの電話は「12月 までに二国間協力覚書の調印にこ

ぎつけられそうです」と。来年 2月 スピオリ方面遺骨帰還の可能性も? 三度目の正直で
あってほしい。インドネシア側からは度々「再締結の前に、パプア州各自治体の意見を取

りまとめる会議が必要」と言われてきました。パプア州には戦後賠償も無くそれに代わる

ODAや ジャイカの援助も行き届かない地域なので、長年の不平不満がたまっています。
それはどのように解決するのでしょうか ? かつて教育文化省は「日本兵の遺骨は50年以
上インドネシアの地にあり文化財に相当するので返還不可」と。最近は「日本の遺骨調査

の前にインドネシア側の考古学的調査が必要」とか…。 (無人島なので現地の人が住んで

いた可能性はわずか)考古学的調査はまだ始まっていません。遺骨帰還がすぐ再開できる
わけではなさそうです。『戦没者の遺骨収集の推進に関する法律』施行から2年半経過。

2024年の集中取り組み期間に、新法人に残された活動期間はあと6年。新法人の中で戦史

館が情報を提供できるのか、経験と技術で協力できるのか、先はまだ見えてきません。



忘るまじ…語り継ごう次の世代へ…
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特定非営利活動に係る事業会計収支報告書 17期収支予算 (報舗)
2017年度特定非営利活動法人太平洋戦史館 2017年 8月 1日から2018年 7月 31日まで  2018年 8月 1日～2019年 7月 31日まで
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総 会 で 議 ―_は 全 て 承 認 さ れ ま し た 。

☆2017年度活動報告…戦史館だよりは発行回数が減少しましたが継続可能な年間 3回発行
で定着しました。前年度最大の事件は会計検査院による訪問調査でした。厚労省 0社会援
護局の不適切会計処理問題を発端に未送還事業の委託団体すべてが調査対象にされ、18種

類 5年間の資料について 3日 間Q&Aが 繰り返されましたが、戦史館は何も問題点が指摘
されませんでした。むしろ活動内容まで理解してもらったことから、今後の課題…戦史館
のノウハウをどのように次の世代に継承できるか…特に早急の課題として、厚労省が遺骨

仮安置費用を現地へ送金せず管理できていない状況の改善を指摘されました。

☆2018年度活動計画…10月 12日 (金)NHKラ ジオ第 1放送『深夜便』の早朝 4時台に、
岩渕会長理事が出演予定です。早起き可能な方はラジオのスイッチを入れてみて下さい。

10月 13日徳島県遺族会で講演予定。2019年 1月 16日岩手大学で講義予定。毎年 1回の講義
も10回 目を迎えます。戦史館建物と資料や展示物を次の世代に継承するために、公的機関
への移行についても準備開始です。今年は役員改選の年。大瀧理事、木村監事が退任し、

新たな理事に員野康弘さん監事に曽屋員紀子さんが選出され、岩渕さん (会長理事)小原
さん (専務理事)瀬野尾さん畠山さん花岡さん各理事が再任されました。継続は力なり。



平和を願うなら…避戦の行動を.プラスの国際交流を.
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外国それがシンガポール。大学を出て間もない23歳のとき

だった。何もわからずシンガポールヘ飛び出し、滞在は 7

力月に及んだ。エネルギッシュな中華系の人たちの姿に驚 lt
|● |,1

いた。チャイナタウンの活気に魅了された。そして日本と

の戦争の歴史を現地の人たちから知らされた。かつて日本

が支配し「昭南島」と呼んでいたことを…。それはのちに

私のライフワークテーマ「日本の戦争」を意識する原点に

もなった。 (中略)私の目に映った、現在と過去のシンガ :

ポールをご覧ください。」と語る。写真集の申込は下記ヘ

郵便振替 臨 00160-6386400加入者名 安島太佳由 A4サ イズ46頁 1冊 2,000円税込
送料など問合せ先09010306827 安駄佳由写難「インドネシア戦跡巡礼」(2017.7)も おススメ。

ノ ン フ ィ ク シ ョ ン 作 家 田 村 洋 三 さ ん

「私腹を肥やす安倍政治に腹立たしい思いです。次回の国政選挙では目にもの見せてやり

ましょう。当方87歳、体調不良にあえぎながら『沖縄の島守・続編』を格闘中。来年中に

は本にします。最後の力作長編です。乞ご期待 !!」

田村洋三さんは会員の皆さんには『玉砕ビアク島』の著者として周知のとおりですね。

『沖縄の島守』をこの紙面で紹介したのは2003年。国内唯一の地上戦で 4人に一人が命を

奪われた沖縄で、内務官僚でありながら、命がけで県民保護に奔走し、壮絶な殉職をした

“真の下僕"の存在を掘り起こしました。あれから15年、基地を押しつけられたまま戦争
が終わらない沖縄。官僚による公文書の書き換え、付度、ウソの上塗りが日常化している

国会答弁。今、改めて『沖縄の島守続編』に期待しましょう。

「フィリピンの遺骨収容で日本兵ゼロ」厚労省が公表せず・“とは??
総会出席の返信はがきで一番多かった問合せはフィリピン遺骨収集DNA問題でした。
8月 16日 のNHKニ ュースで、2011年にフィリピンで収容された遺骨の鑑定を委託された
専門家 3名のうち、 2名が「日本兵とみられる遺骨は 1つ もなかった」と報告していたの

に、厚労省はこの結果を公表していなかったと伝えていました。後日しぶしぶ認めたよう

ですが、都合の悪い事実はひた隠しするお役所のいつものパターンですね。

フィリピンの遺骨帰還事業では、2011年 10月 に日本人戦没者以外の遺骨が多数混入して

いた事実が報道され、当時は戦史館にもメディアから問い合わせが続き、会員の皆さんか

らも心配の声が多数寄せられました。2011年 12月 20日発行戦史館だより83号で詳しく解
説していますが、インドネシア方面はフィリピン遺骨帰還事業とは全く違います。情報収

集、現場確認と記録、遺留品の検証、現場保存あるいは仮安置、最後に法医学者による鑑

定が行われています。決して百パーセントの鑑定というのはありえないでしょうが、この

方法を守れば、フィリピンのような国際問題に発展する事件はおきないでしょう。
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